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概　要

　へき地複式校や小規模校のICT教育利活用実態の底流には学校や教師の教育的営みの基本的考え方があるといえよう。「人
と人」、「場と場」、「リアルとバーチャル」の３点をつなぐことを目的としつつ、それを補完し合うためのツールとしての
ICTの位置づけである。当たり前のことであるが､ 実際にはなおざりにされやすい。現在のインターフェースの限界とも
関わって、ICTを用いた学習活動を目的化するすり替えも生じやすく、ICTによる学習活動の質や実態に批判的視点を持
ち続けることは難しい。新型コロナウィルス感染症（COVID­－１９）への対応という喫緊の課題もあり、急速に進められ
つつある教育のデジタル化への眼差しも同様の問題を有している。
　徳之島町のへき地校間の取り組みは、へき地複式の教育課題の克服と、授業の充実を目指してICT利活用を教育現場ベー
スで行ってきたこと、ツールを使うだけでなく､ ツール自体を作り出していく過程にも教委や教師が関与して来たことに
特徴がある。同町のへき地複式学級の双方向遠隔合同授業授業（徳之島型モデル1）の展開と成果から、小規模学校や少
人数学級に限定されないICT利活用に際しての、いくつかの教育的示唆を導くことができる。

はじめに

　新型コロナウィルス感染症（COVID－１９）への対応と
相まって急展開するGIGAスクール構想以前から、教育分
野におけるICT利活用に我が国は後れをとったとされてき
た。新型コロナ禍対応を下支えにしつつ、学校教育におけ
るICT利活用が急激に進行しつつある｡
　対面での教育活動が困難になったことに対してデジタル
化によって遠隔授業や課題の配付、添削などに対応するこ
とは、非常時にはやむを得ない。しかし、これを契機とし
た学校教育におけるICT利活用は、その位置づけの慎重な
検討を欠いた推進となったり、その中における児童生徒の
学びの質やスタイルのみならず、教師の役割の慎重な検討
もまた捨象してしまったりしてしまう危険性がある。
　いわゆるへき地複式校や小規模校では、学習活動におけ
る社会性の涵養や多様な意見の交流の克服、学校外の教育
的環境の脆弱性への対応のツールとして、ICT活用が図ら
れてきた。そこには人がICTツールに使われるのでなく、
企業や大学と自治体・教育委員会･学校･教師･児童生徒の
協働により、ICT運用のデザインを含め、教育活動を創出
してきた蓄積が認められる。

　鹿児島県の離島である徳之島は合計特殊出生率が沖縄県
と並んで全国的にも高い地域である。10〜20代の若年層が
島外流出する中で、徳之島町はICT教育利活用に早くから
取り組んでいる。
　2013年、総務省・ICT成長戦略会議の「ICTによる日本
成長戦略」は、ICT活用による個々人の生産性を高めるこ
とで労働人口減少克服への政策的方向性を示した。翌年の
中央教育審議会教育課程企画特別部会の「論点整理」は、
情報化や技術革新によるグローバルな変化が子どもの ｢生
き方に影響する｣ ことを前提とした検討が必要2としたが、
この段階ではICTの教育利活用に関わる具体的内容は示さ
れなかった。
　その具体化として総務省や文部科学省は2014年からいく
つかの実証実験事業を立ち上げた。その一つが３年計画の
「人口減少社会におけるICTの活用による教育の質の維持
向上に係る実証事業」（図１）3で、本稿で取りあげる徳之
島町を含む11県12地区の教育委員会･小中学校を採択した。
ここでは主にへき地複式校においてICTを用いた授業モデ
ル事例を示すことが目指されている。
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　ICTの教育利活用へ向かう具体的イメージの提示は2016
年７月28日、「2020年代に向けた教育の情報化に関する懇
談会」の「最終まとめ」である。これを受けて、翌日「教
育の情報化加速化プラン～ICTを活用した『次世代の学校・
地域』の創生～」が、文部大臣決定によるICTの教育利活

用推進に向けた2022年度までの５カ年計画として示された。
以後の主な動向を概観したものが（図２）である。
　へき地複式校ではかねてより少人数の複式授業や行事に
おいて、人間関係の固定化や社会性涵養及び多様な考え方
の交流の困難を、ICTの教育利活用によって克服できるの
ではないかという期待があり、一般の学校に先行する形で
事業が提起されたとも考えられる。実際に徳之島町の取り
組みの成果は、一般的な学校教育に教育活動のモデルを提
供することにもなった。
　しかし、ここで押さえておきたいのは、ICTの教育利活
用を進めること自体が目的でなく、教育活動における課題
があり、その克服のためにICTをどう用いるかという発想
である。
　さらにICT利活用の方途の裁量は、教育的効果の実験と
検証を導いた当事者である教師や学校の裁量に任されてい
る。このことは遠隔授業のみならず、多様なICT利活用に
おいても同様で、既有モデルの踏襲ではなく創出を行って
きたことに注目する必要がある。
　本稿では「徳之島型モデル」と呼ばれる遠隔合同授業を
中核とした教育活動改善に、徳之島町の教育委員会・学校・
教師や関係者たちがどう取り組んできたのかを確認すると
ともに、その到達点と課題を明らかにしたい。さらに、そ
のような取り組みの蓄積から、遠隔授業をはじめとする教
育活動に資する方向性を見いだしたい。

１　ＩＣＴの基盤整備の概要

　徳之島町には９つの小学校（うち１分校は休校）がある
が、取り組みは当初の母間・花徳・山と、取り組みの過程
で後に加わる手々・尾母の５学校で、いずれも複式学級を
有している。
　現在（2021年）の福宏人教育長は徳之島出身で、2012年
に母間小学校の校長として赴任した。翌年、同校に複式学
級ができ、複式の授業改善のためタブレットを全教員に配
付を決断、さらに双方向授業のために電子黒板を導入する。
この取り組みの中で複式教育での双方向授業の必要性を痛
感し、文科省委託「人口減少社会におけるＩＣＴ利活用に
よる教育の質の維持向上に係る実証事業」に応募し採択さ
れたことが、現在の町ぐるみの取り組みの契機となった4。

「ＩＴ活用による遠隔地間の学校等を結んだ教育手法の

導入について」

図１　学校教育におけるＩＣＴを活用した実証事業
　　　実証イメージ

図２　近年の主なＩＣＴ教育政策の動向

図３　遠隔合同授業を行っている５学校の位置関係
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図４　５小学校の児童数学級数　（2021.5現在）

全校児童数（名） 学級数

母間小学校 38 ５

花徳小学校 25 ５

山小学校 10 ３

手々小中学校 小・３、中・３ 小・２、中・１

尾母小学校 小・９、中・10 小・２、中・２

（徳之島町HPより再構成）

　徳之島町の遠隔合同授業は当初、主に以下の２つのテレ
ビ会議システムを整備し、これらを用いて行われてきた｡
　ⓐUCS（Unified Communication System P3500）及び
IWB（Interactive Whiteboard D6500）は徳之島町が独自
に導入したものである。UCSは高解像度の授業映像と音声
の相互配信ができ、IWB電子黒板は教材画面や書き込み
をリアルタイムに共有出来る機能があるが、現在のところ
母間・花徳・山の３小学校にのみ設置されている。
　ⓑＦ＠ceネット（つらネット）は鹿児島県教育委員会が
2010年前後に導入したもので、全ての学校に設置されて
おり、学校ごとにつなぐ対象と用途に応じてⓐと使い分け
ているが、ⓑは回線接続が不安定であることもから2021年
度にはシステムを刷新する予定である。
　またⓐが設置されていない手々・尾母の２小学校との遠
隔合同授業では、ⓑやZoom、Microsoft Teams、Skype等
が用いられている。
　授業や学習活動に用いるにおけるツールとしては（図５）
のソフトが用意されており、サーバー型学習ソフトは学校
間でのアカウントを統合することで、リアルタイムでそれ
ぞれの子どもの学習状況が把握できるようになっている。
　また町教委ではドリル学習ツールとPCタブレットを採
用し、授業や家庭学習で用いている。

図５　用意されているソフト

学習支援
ソフト

・画面共有機能を用いて両校の児童の
考え（デジタルノート・ノートを撮
影）を、一覧表示する。
・児童の学習状況の把握を行う。
・児童自身による考えの比較・分類を
支援する。

サーバー型
学習ソフト

・アカウントを３校で統合し、それぞ
れの学校の児童の学習状況を相互把
握する。
・授業内容に即した課題を双方の授業
者が提示する。
・児童の学習状況をオンラインで確認
する。

　さらに学校外では2010年から学士村塾を開設し、学識経
験者や町職員が講師となって、町内の各小学校や自治公民
館などで補充学習と学力向上のために子どもを受け入れて
いる。
　2019年には漢字や数学・算数などの各種検定、プログラ
ミング教育を活用して、学習の習慣づけと意欲向上を図る
内容改善が図られたが、ここでもドリル学習ツールとPC
タブレットが活用されている。これとは別に小中学生を対
象として大学生や教員などが講師となって、長期休業中の
補修や学力向上を図る向学塾も開講されている。

２　遠隔合同授業の実施形態と「徳之島型モデル」

　徳之島町のICT教育利活用の展開を概観したものを（図
６）に示した。
　2015年、母間・花徳・山の３小学校間で遠隔合同授業が
開始される。１年目の複式授業は３･４年と５･６年で実
施された。翌年には算数、社会科、道徳の３教科で実施す
る。また手々、尾母の２小学校を加え、現在の５校での実
施態勢となった。

図６　徳之島町の教育利活用の展開

年 主な取り組み

2012 ・小中学校再編協議会の協議「地域の実績に応じ
た少子化に対応した活力ある学校教育のあり方」
が契機となる。

2015 ・文科省委託事業「人口減少社会におけるＩＣＴ利
活用による教育の質の維持向上に係る実証事業」
が採択され、母間・花徳・山の３小学校で遠隔
合同授業 （３、４、５、６年は複式）を実施。

2016 ・算数・社会・道徳の３教科を加えて実施。手々、
尾母の２小学校を加えて遠隔教育「徳之島型小
学校モデル」策定。

2019 ・徳之島町教育大綱「新しい時代を見据えた教育
の姿（最先端の学びの町）」策定

2020 ・遠隔教育「徳之島型中学校モデル」策定

2021 ・大島地区研究協力校 ｢ＩＣＴ利活用教育｣ 徳之島
町立小学校（母間・花徳・山・手々）四校合同
公開研究会・徳之島三町複式・極小規模校部会
研修会開催。
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　このような取り組みを通して、各学校間を繋いだ遠隔合
授業の形態は大きく以下の５つのステップの形で整理され
てきている。

ステップ①　単学級―単学級（発表形式）

ステップ②　単学級―単学級（授業形式）

ステップ③　多地点

ステップ④　複式学級―単学級

ステップ⑤　複式学級―複式学級

　ステップ①は２校間の同一学年をつなぎ、それぞれの学
習成果を発表し意見交換する形態で、単元末に行われるこ
とが多い。いずれも国語科で、１年生の授業はUCSを用い
ている。
　ステップ②は２校間の同一の学年（複式の一本案の場合
などはステップ④を含むと考えられる）をつなぎ、通常の
授業を行う形態である。
　例えばZoomを用いた山・手々の２小学校の５・６年生
の道徳授業では、合同で実施される宿泊学習に向けた決ま
りや集団行動に関わる学習を行っている（図７）。
　両校のカメラ映像の他にタブレットの画面が別途接続さ
れ、各端末の映像を２校で共有して授業に用いることがで
きるように工夫されている。
　ステップ③は３校以上の学校を結んだ合同授業の形態で
ある。ALTが三つの学校に授業をしたり、学活の行事な
どしたりすることが多いという。
　ステップ⑤は２校間の複式学級をつないだ授業形態であ
り、「徳之島型モデル」と呼ばれているものである。２校
の教師が、それぞれ自校と他校の１つの学年を遠隔合同授
業として担当しあう。そのためにそれぞれの学校では、２
つの学年分の遠隔授業の場の設定が必要となる。

図７　山・手々の２小学校の５・６年生の道徳授業

　図８　「徳之島モデル」におけるＡ小学校の複式学級の

　　　　イメージ

図９　複式双方向型 遠隔合同授業「徳之島モデル」

各学校の３年生同士、４年生同士を１つにつないだ状態。

３年生の授業は、Ａ小学校の先生が発信側として、両

校の児童を指導。

４年生の授業は、Ｂ小学校の先生が発信側として、両

校の児童を指導。

（いずれも令和２年度短期研修講座事例発表スライドより）

３　遠隔合同授業開発と授業改善

　徳之島型モデルは先に示した形態としてとらえられがち
であるが、その内実にある複数校の教員の協働による授業
開発や教育課程開発、それに伴うフォーマル及びアンフォー
マルな教員研修を含めた形でとらえることが重要である。
　試行錯誤の合同遠隔授業の蓄積から2020年には関係する
学校の教師たちにより、共通の研究課題が以下の３視点に
整理された。



№76 2021へき地複式校間の ICT活用による双方向遠隔合同授業の成果と課題

5－ －

視点１　学びある遠隔合同授業ができる　
〜単純化・簡素化するための工夫や対策〜
ア　遠隔合同授業における協働学習スタイルの確

立
イ　ガイドの手引きを用いたガイド学習の充実
ウ　指導過程の統一

視点２　誰でも合同授業ができる　　　　
〜単純化・簡素化するための工夫や対策〜
ア　器機操作のマニュアル作成とそれを用いた器

機操作の共通理解
イ　遠隔合同授業に適した単元のねらいと計画
ウ　web会議システムを用いた遠隔合同授業モデ

ルの確立

視点３　いつでも遠隔合同授業ができる　
〜日常化に向けた工夫や対策〜
ア　学習規律の統一
イ　校時表（朝の活動）の統一と交流発表の充実
ウ　打ち合わせの簡略化

　視点１の前提としてICTの利活用は、あくまで複式少人
数指導充実の一環であり、複式指導の手立ての充実が堪忍
され位置づけられている。
　例えば ｢ア　遠隔合同授業における協働学習スタイルの
確立｣ にかかわる授業場面では、遠隔授業の中で画面に向
かう子どもと画面中の子どもが、それぞれヘッドフォンを
つけて話し合いを行い、一対一の対話の後、全体に向けて
自分の意見を発表するプロセスを定着させるよう指導する。
ICTを用いた協同学習の指導過程が学習者目線でつくられ
ている。
　また「イ　ガイドの手引きを用いたガイド学習の充実」
では複式授業では必需のガイド学習が、遠隔授業を実現す

るための手立てとして位置づいている。学校間で統一した
「ガイドの手引き」を教科ごとに開発し、学校間で１時間
の授業の指導過程をそろえることによって、子どもにとっ
ても教師にとっても、それぞれの学校での日々の授業の延
長線上に遠隔合同授業が自然と位置づく構造になっている。
　視点２の ｢ア　器機操作のマニュアル作成とそれを用い
た器機操作の共通理解｣ では、様々な機材や授業システム
やソフトなどを、まずは全教員が使えるようにするために
４校の共同でマニュアルを策定した。しかし、例えば花徳
小では2021年度には、マニュアルから離れ、各教員が柔軟
に用いる方向を模索し始めており5、全体としての取り組
みを踏まえつつ､ 各学校の実態や裁量が保障されている。
　「イ　遠隔合同授業に適した単元のねらいと計画」の策
定に当たっては、母間・花徳・山・手々の各小学校の教員
が集まり、年度末と年度初めの合同研究推進委員会で遠隔
合同授業実施計画を策定する。４校の合同研究推進委員会
で３月当初に合同授業実施計画を立て､ ４校で持ち回りの
新事務局の下で、４月当初に、新年度の合同研究推進委員
会の話し合いで確定される。原案段階では４校の学校運営
方針とのすりあわせを調整し、TV会議で管理職が話し合い、
それから教師が具体的な単元の選定について話し合って決
定する。

図11　授業計画の策定サイクル

（「遠隔授業で複式指導を充実」 〜小規模校で高め合う

徳之島型モデル〜スライドより一部抜粋し再構成）

　これは視点３の「ゥ打ちあわせの簡略化」とも関わり、
学校間で１単位時間の授業の指合導過程や、それに即した
発問や板書の指導案形式が、過去の蓄積から統一されたこ
とによって可能となっている。また「学習規律」を共同で
開発し、日常の授業で指導すると共に、その延長線上に遠
隔合同授業を行うことで、学校間をまたぐ子どもの学習活
動を円滑に進めることに貢献している。
　学校間での授業の打ち合わせはTV会議や遠隔会議ツー

図10　ガイド学習の手引き（一部抜粋）
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ルによって、簡略な略案を用い「ねらい」と「流れ」を確
認することと、授業における教師の動きや個別指導の内容
確認の２点に簡略化されている。発表形式の授業の場合は
略案も用いず、授業のどこで発表し合い、質疑を交わすか
を打ち合わせすることもある。
　また、「イ　校時表（朝の活動）の統一と交流発表の充実」
では、学校間の校時表を統一してきたが、2020年度からは
毎週水曜日に「朝の交流活動」として学校間をつなぎ、自
己紹介・音読・暗唱発表・学校クイズ・歌の発表などが行
われている。これらも遠隔合同授業と同様に、年度当初に
計画の大枠を学校間で決定し、授業等の具体的内容は事前
の遠隔会議により担当者間で打ち合わせが行われている。

図12　遠隔合同授業・普段の授業での学習規律（抜粋）

　視点２の「ゥ　web会議システムを用いた遠隔合同授業
モデルの確立」については、１時間の授業の指導過程（導
入［つかむ・見通す］課題提示⇒展開［調べる・深める］
課題解決・練り合い⇒週末［まとめる・ひろげる］まとめ・
練習問題）とICT活用を含めた指導過程が整理されている
（図13）。

図13　合同遠隔授業の指導過程

　また、遠隔授業を実施する単元は、少人数における授業
の弱点を克服するために「なるべく多様な考えに触れ、自
分の考えと比較しながら理解を深めることができる」もの
として条件づけられており、そのための学習過程も整理さ
れ、学校間で共通理解されている（図14）。

図14　合同遠隔授業の協同学習

（「人口減少社会におけるＩＣＴ利活用による教育の質の

維持向上に係る実証事業」スライドより）

　2018年に公にされた調査結果では、複式と複式を結ぶ遠
隔合同授業の映像分析から、従来の授業では１学年あたり
の教師の児童に関わる対面時間（およその平均値）は21分
であったが、遠隔合同授業では36分に増え、同様に課題解
決の場面での教師・児童の学習活動時間は９分から15分に、
練り合いの時間は10分から14分になったとされ、教師が直
接指導する時間が増えている6。一方で遠隔合同授業では、
画面越しの他校の子どもの学習状況の把握が難しくなるこ
とも事実であり、子どもの学習状況の把握と、子どもの考
え方を看取るためにツールを活用する工夫もされている。
　また､ 同年の ｢遠隔合同授業モデル｣（図15）では授業
過程における時間や個と集団の学習の構成も提示されてい
た7。

図15　複式双方向型　遠隔合同授業モデル

（2018　赤崎）

（「人口減少社会におけるＩＣＴ利活用による教育の質の

維持向上に係る実証事業」スライドより）
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　しかし、現在では先に示した（図13）のように要点化さ
れ柔軟に取り扱いやすくなっているとともに、（図14）で
示したように個と集団の学習の学習活動の質の改善への問
題意識をうかがうことができる。

４　遠隔合同授業の実施状況

　徳之島町の遠隔合同授業は全授業で行われているわけで
はなく、それに適した単元を選定し実施されている。具体
的には、例えば複式学級と複式学級をつなぐステップ⑤の
場合、A校の担任が､ ａ年生、B校の担任がｂ年生を担当
し、単元を通して指導する。原則として各学級は１学期ご
とに必ず１回は他校とつなぐことになっており、学校全体
では2020年の遠隔合同授業計画では約20時間であったが、
それに加えて実際には学校間で教員たちが相談し、計画時
数以外の所や、計画した遠隔授業にかかわる打ち合わせの
中で計画以外の単元の実施に至ることもあり、計画は柔軟
かつ発展的に運用されている。
　2020年度の遠隔授業計画（部分）の概要は以下の（図
16）のようになっている。

図16　遠隔合同授業実施計画（令和２年度・一部抜粋）

　2018年に示された「本地域が提示する遠隔合同授業ステッ
プ」（図17）8では、ステップごとに器機・教科･内容の３要
素が示されていた。2018年時点での取り組みの蓄積の実態
として受け取ることもできるが､ 2020年には３要素のそれ
ぞれが拡張して合同遠隔授業が取り組まれていることが分
かる。

（2018　赤崎）

図17　本地域が提示する遠隔合同授業ステップ

　徳之島町の遠隔合同授業やICT利活用が全国的に周知さ
れるようになったこともあり、県外の学校からの申し入れ
から遠隔授業も実施してきている。
　社会科では滋賀県や北海道のなど他県の小学校とつない
で気候や風土の違いの授業を行ってきている。例えば占冠
小学校とは、数年間、年に一度、占冠からは雪を､ 徳之島
からはサトウキビを送り合う学習活動を実施している。こ
の取り組みで徳之島の子どもたちは初めて雪を実感すると
ともに驚き、つくば市の小学校との交流では都会の子ども
の発表力や積極性に刺激を受けたという9。

図18　中学年社会科　占冠小学校から届いた雪だるま
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５　家庭学習におけるＩＣＴ利活用

　遠隔合同授業をはじめ平時の授業以外でも､ タブレット
を用いた学習指導も行われている。教育委員会では鹿児島
県でいくつかの自治体でも用いられているラインズｅライ
ブラリアドバンスなどのドリル学習ツールとPCタブレッ
トを、授業や家庭学習で用いることができるように整備を
行っている10。
　しかし、教委は、単に器機やツールを整備するだけでは
なく、個々の子どもの進度やつまずきなど、子どもの学習
状況の把握や指導に活用するための教師への意識づけを図
る環境づくりや取り組みの重要性を自覚し、そのための各
学校、教師の取り組みの支援に力を入れている11。
　教委は、子どもの個人差を前提とし、モチベーションや
集団性を遠隔授業で向上を図る一方で、子どもの学習状況
の把握と、子どもの考え方を看取る教師の介在が不可欠で、
そのためにツール活用が必要となるという考え方でICTの
教育利活用に当たっている12。
　これを受けて､ 例えば花徳小学校では、平日の宿題の量
は子どもの定着度によって異なり、土日の宿題は出さない13。
これは保護者にも説明している。今後の取り組みとして、
家庭での調べ学習などを授業の導入部分につなげる指導に
取り組むことを考えている14。
　また母間小学校では、家庭学習はｅライブラリの他、反
転授業のためにスタディーサプリを導入しているが、何を使
うかは学校によって柔軟に対応できるようになっている15。
　ただこのようなICT教育先進地であっても、家庭によっ
てはネット環境が整っていない課題もあり、その対応につ
いて手立てを考えているというのが現実である。

おわりに

　ここでは徳之島町のへき地複式・小規模校教育における
ICTの教育利活用の特徴について大きく整理しておきたい。
　まず確認しておきたいことは、ICT教育や相互遠隔授業
が、へき地複式・小規模校教育の授業をはじめとする教育
実践の充実を図るために導入され、その位置づけが現在も
継承されていることである。
　遠隔合同授業の実施にあたっても、徳之島町のICT教育
利活用に目を奪われがちであるが複式・小規模教育の特殊
性をふまえた通常の授業改善の手続きからとらえ、学び方
学習や学習規律、板書、発問、指導過程を、複数の学校の
教員たちが共同で継続的発展的に開発する取り組みとなっ
ていることも見逃せない。
　だからこそ、遠隔合同授業を行う単元の決定に当たって、
へき地・複式の授業で教師たちが最も課題とする一方で、
実現を望んでいた「多様な考えに触れ、自分の考えと比較
しながら理解を深める」ことが遠隔合同授業を行う条件と
なっている。
　また積極性や社会性を培ううえでの小規模校の課題もふ

まえ、これを克服するツールとして、遠隔授業が位置づい
ている。
　さらにｅラーニングも学校以外での学習環境が乏しい地
域で、子どもの家庭学習の充実を図る形式的な学力向上施
策ではなく、福教育長は ｢個々の子どもの進度やつまずき
など、子どもの学習状況の把握や、そこへの指導としてか
かわる教師の意識が重要｣ とし、花徳小の石川校長が「宿
題の量は子どもの定着度で異なる」と述べているように、
個々の子どもの学びを充実させる目的が共有され、その手
立てやツールをICT利活用に見いだしている。石川が、さ
らに「家庭学習での調べ学習などを、授業の導入部分につ
なげたい」と今後の遠隔合同授業の方向性を示したことに
象徴されているが、個々の子どもの学びの延長線上には複
式授業の充実改善が、やはりここでも位置づいていること
がうかがえる。
　以下の写真は花徳小、山小学校の学習成果物である。

図19　花徳小学校の学習成果物



№76 2021へき地複式校間の ICT活用による双方向遠隔合同授業の成果と課題

9－ －

図18　山小学校の学習成果物

　豊かな自然を活かした実体験の活動をふまえて、調査や
写真や絵などの表現活動の学習がICTを用いることで広げ
支えられている。さらに、その成果が合同遠隔授業で交流
され深められる。
　子どもの関係づくりも地域での関わりや行事での対面に
よる関係づくりを基礎に、遠隔合同授業での教師や子ども
の関係づくりをICTが広げ支えている。さらにこのことを
教育委員会や各学校の教師たちが共通理解として自覚し、
そこから教育実践を設計していることが重要で、これはい
わば徳之島町の教師たちによるバーチャルな教育の批判的
活用としてとらえることができる。
　2015年の文科省委託事業の開始時には、ICTについて堪
能な教員を核にして取り組みの基礎がつくられた。核とな
る教員の異動後も、合同遠隔授業の改善を図りながら、発
展的に取り組みを継続してきた背景にICT利活用の研修体
制がある。　
　町教委は ｢ICTに堪能な教員を集めているわけではない。
１年任期の臨時採用の教員もいたり、異動もあったりする
が､ 各学校の教員間で教え会いながら運用し、うまくいっ
ている｣16ととらえている。その理由として ｢遠隔合同授
業での多様な意見の交流や授業の充実を通して子どもの姿
が変わってくることが、教師のやりがいにつながっている
ように感じている｣17ことをあげている。
　教師たちがICT利活用に負担感をあまり持っていないと
いうのも、取り組みを通して子どもたちの学びの変容が自
覚できるからであるとともに、遠隔合同授業の打ち合わせ
や、そこからに派生する計画に無い行事や遠隔授業の構想
が、学校を超えた自主的でいわばアンフォーマルな研修と
して位置づいており、そのような同僚性の中でICT利活用
のスキル形成がなされているためであると考えられる。
　ICT教育利活用ありきやICT万能観に陥らないこのよう
な取り組みの蓄積によって・新型コロナの影響で子どもが
自宅待機になったときには､ 教師も子どももあまり抵抗な
く速やかにZoomで遠隔授業ができたという。そこには、
教師の主体的な授業改善と、そのためのツールとしての

ICTの教育利活用の保障が、教委や管理職のマネージメン
トの基本にあったためである。
　だからこそ、教育委員会も各学校も、｢USIやＦ＠ｃｅ
ネットだけではなく、Zoomなど､ それぞれの学校や教員
が用途や意図に応じて授業に用いることが重要｣18と考え、
現場の教師の自主性を最大限活かしたICTの利活用を支え
ることに徹しているのではないだろうか。
　このようなスタンスからの取り組みによる遠隔合同授業
を実施した単元（国語・算数・社会）の内容に関わる標準
学力検査（NTR）の2016から2017年の結果は、取り組み
以前よりいずれの学校も単元の正答率が年を追って向上し
ている。また、2016年の開始年の時点で、全国比を上回る
結果を示した学校も認められる19。また、母間小における
全国学力・学習状況調査の結果においても2016年から2018
年の国語・算数のAB問題とも、年を追って向上すると共に、
2018年にはいずれも全国平均を上回っている20。
　遠隔合同授業で実施した単元の内容に関わる全国学力学
習状況調査の好結果は、むしろ当然と言えるかもしれない。
しかし、これらの成果を単純に遠隔授業をはじめとする
ICTの教育利活用の成果とすることにはもう少し慎重にな
る必要があるだろう｡ 徳之島町のICT利活用による教育改
善の取り組み全体の中で何が、どのような形でこのような
結果に反映したのかというさらなる分析が求められる｡ そ
の意味で、本稿では、新型コロナ禍の影響や、時間的制約
の中で、実際に授業を担当する教師や、授業を受けた子ど
もを対象に、調査を行うことができなかった。これまでに
あげてきた調査を通した仮説を検証するためにも、さらに
教師や子どもからの聞き取りを行うこと、さらに授業改善
の質的検討を、実際の授業分析から検討する必要もある。
　また、このような取り組みを支える条件として、へき地
複式校間の遠隔合同授業における学級の児童数があると考
えられる。学校からの聞き取りでも、我が国の一般的な学
級の児童数で遠隔合同授業を行うのは、利点より困難点が
多いのではないかという声は徳之島町の教育委員会や学校
での聞き取りで共通して語られた。多人数の子どもの個別
の学習を看取る教師の力や、それを支えるツールのインター
フェースの現時点での限界、教職員の合意と協働による研
修の困難、自治体部局と教育委員会の共通理解と政策・事
業の策定、運用の問題など、多様なレベルでの要素が考え
られるが、この点について十分な聞き取りが出来なかった。
　いずれも、引き続き検討課題としたい。
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1  「徳之島型モデル」と「徳之島モデル」の両方の表記が
認められるが、本稿では「徳之島型モデル」を用いる。

2  中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会教育課
程企画特別部会、「論点整理」（2015.8.26）１頁。

3  以下の首相官邸HP、文部科学省HPに掲載されていた。
　https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc_
wg/h28/shouchou/170118_shiryou_s_4_2.pdf

　h t t p s : / /www .mex t . g o . j p / a _menu / s h o t o u /
zyouhou/1364592.htm（いずれも2021.3.3確認）

　https://www.chisou.go.jp/tiiki//kokusentoc_wg/h28/
shouchou/170118_shiryou_s_4_2.pdf（2021.8.31確認）

4  2021年２月15日、徳之島町教育委員会における福宏人教
育長からの聞き取りより。

5  2021年２月15日、徳之島町立花徳小学校における石川雅
美校長・中崎裕樹教頭からの聞き取りより。

6  赤崎公彦、「小規模校同士の遠隔合同授業による複式指
導の充実」、2018年度 日本教育工学協会研究発表論文一
覧。http://www.jaet.jp/repository/ronbun/JAET2018_
E-3-10.pdf（2021.8.31確認）

　以下にも掲載されている。
福宏人、「遠隔合同授業で児童同士の学びと交流を広げる
─『徳之島型モデル』の概要と成果─｣、｢月刊J-LIS　８
月号｣（地方公共団体情報システム機構、2020.8）
7  前掲６。
8  前掲６。
9  前掲４。
10  前掲４。
11  前掲４。
12  前掲４。
13  前掲５。
14  前掲５。
15  2021年２月15日、徳之島町立母間小学校における青﨑幸
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20  前掲６。
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・LINES HP  
　https://www.education.jp/introduction_list/detail/38
（2021.8.31確認）
・RICOH HP  
　https://www.ricoh.co.jp/case/1805_tokunoshima/
（2021.8.31確認）
・一般社団法人プロフェッショナルをすべての学校に
HP　http://pro-school.main.jp/2019/11/23/sony-1123/
（2021.8.31確認）


